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１．（１）「環境にやさしいライフスタイル実態調査」の概要

環境基本計画に掲げる「国民の取組」の状況等を把握し、環境基本計画の効果的実施を図るため
の基礎資料を得ることを目的に実施している。
過去に５回（平成７・８・９・１３・１４年度）実施し、今後も国民が環境問題にどのような意識を持ち、ど
のような行動をしているかを定期的に調査していく予定である。

全国２０歳以上の男女３，０００人（平成８年度のみ４，０００人）を無作為抽出し、郵送によりアンケート
調査を実施している。

回答率は、３０～４０％台で推移している。

（過去の回答率）

○ 目的

○ 実施状況

平成７年度 ３３．４％
平成８年度 ３０．５％
平成９年度 ３２．３％

平成１３年度 ４１．６％
平成１４年度 ４０．４％
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１．（２）環境配慮型製品を積極的に購入する人の割合

（「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結果より）

出典：環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査』

74.8

65.6

70.6

74.5

58.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成１４年度

平成１３年度

平成９年度

平成８年度

平成７年度
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平成１４年度

平成１３年度

平成９年度

平成８年度

平成７年度

いつも行っている だいたい行っている ときどき行っている あまり行っていない 全く行っていない 無回答

「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人

のうち「今後はもっと行いたい」と答えた人の割合

「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人のうち今後
はもっと行いたいと答えている人の割合
平成７年度 ７４．５％ → 平成１４年度 ５８．７％

「物を買うときは環境への影響を考えてから選択している」人の割合
（「いつも行っている」＋「だいたい行っている」）
平成７年度 ２６．７％ → 平成１４年度 ３１．３％

物を買うときは環境への影響を考えてから選択している
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（参考）再生紙などのリサイクル商品を購入している人の割合

（「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結果より）

「再生紙などのリサイクル商品を購入している」人の割合（「いつも行っ
ている」＋「だいたい行っている」）
平成７年度 ４３．７％ → 平成１４年度 ４１．４％

再生紙などのリサイクル商品を購入している
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36.7

34.0

34.7

39.1

36.4
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平成１４年度

平成１３年度
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平成８年度

平成７年度

いつも行っている だいたい行っている ときどき行っている あまり行っていない 全く行っていない 無回答

出典：環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査』

「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人のうち今
後はもっと行いたいと答えている人の割合
平成７年度 ６９．０％ → 平成１４年度 ５７．８％
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のうち「今後はもっと行いたい」と答えた人の割合
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（参考）エコマーク等のついた商品を購入することを心がけている人の割合

（「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結果より）

「地球にやさしいエコマーク等のついた商品を購入することを心がけてい
る」人の割合（「いつも行っている」＋「だいたい行っている」）
平成７年度 ２４．６％ → 平成１４年度 ２９．５％

「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人のうち今
後はもっと行いたいと答えている人の割合
平成７年度 ６９．０％ → 平成１４年度 ５７．８％

再生紙などのリサイクル商品を購入している 「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人

のうち「今後はもっと行いたい」と答えた人の割合

出典：環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査』
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１．（３）環境保全に関する行動に積極的に参加したいと考える人の割合

（「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結果より）
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20

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１４年度

平成１３年度

平成９年度

平成８年度

平成７年度

大変そう思う ややそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない 無回答

出典：環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査』

「環境保全に関する行動に積極的に参加したいと考える」人の割合（「大変そ
う思う」＋「ややそう思う」）
平成７年度 ７２．１％ → 平成１４年度 ６３．２％

環境保全に関する行動に積極的に参加したい

環境保護団体（環境NGOなど）や地域の団体（自治会
など）の環境保全に関する活動等に参加したり、接し
たりしたことがありますか

19.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１３年度

はい いいえ 無回答

（参考）実際の参加状況に関連する結果



7

１．（４）余暇に自然とふれあう人の割合

（「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結果より）

「余暇には、自然とふれあうように心がけている」人の割合（「いつも
行っている」＋「だいたい行っている」）
平成７年度 ４２．４％ → 平成１４年度 ３４．８％

「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人のうち今後
はもっと行いたいと答えている人の割合
平成７年度 ６７．５％ → 平成１４年度 ５６．３％

余暇には、自然とふれあうように心がけている 「あまり行っていない」「全く行っていない」と答えた人

のうち「今後はもっと行いたい」と答えた人の割合

14.8

15.8

16.3

18.4

18.7

20.0

23.9

21.2

23.5

23.7

37.2

35.6

36.3

33.5

36.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１４年度

平成１３年度

平成９年度

平成８年度

平成７年度

いつも行っている だいたい行っている ときどき行っている あまり行っていない 全く行っていない 無回答
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出典：環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査』
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（参考）余暇時間における自然とのふれあい

（平成９年度「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結果より）

出典：環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査』

１年間に以下のような活動を（１）どの位行いましたか。

また、行った方は、それらの活動に際して、（２）主として宿泊を伴いましたか。

行わなかった
年に
１～４日

年に
５～９日

年に
10～19日
（月１回）

年に
20～39日
（月２～３回）

年に
40～99日
（週１回）

年に
100～199日
（週２～３回）

年に
200日以上
（週４日以上）

無回答
主として宿泊

した
主として宿泊
しなかった

無回答

自然風景や動植物などの写生・
写真撮影、生け花や染色、俳
句、木工などの趣味

48.6 11.5 6.7 8.8 8.0 4.3 2.4 2.0 7.9 7.8 46.9 45.3

バードウォッチング、昆虫・動植
物・岩石の採集など自然の観察
や採集

64.5 12.2 4.9 3.9 1.8 2.0 0.5 0.9 9.4 11.1 49.4 39.5

田植えや稲刈り、菜園づくり、森
林での下刈りや間伐などの農林
漁業体験

60.2 8.0 3.3 4.8 4.9 4.1 3.3 3.9 7.5 3.5 44.2 52.2

自然風景の観賞 29.3 31.3 11.1 8.8 4.1 2.0 1.2 3.1 9.1 15.9 41.6 42.4

行った頻度（％） 宿泊を伴ったか（％）
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２．環境効率性

（１）環境効率性（eco-efficiency）の定義

出典：『平成14年版環境白書』

環境効率性＝経済活動量÷エネルギー消費量・環境負荷量。持続可能な社会を
実現するためには、環境効率性＝環境負荷１単位あたりの経済活動量を高めてい
く必要がある。
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２．（２）環境効率性（CO2排出量）の推移

80
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110

120

130

1990 1995 2000

環境効率性

ＧＤＰ

ＣＯ２排出量

（1990年度＝100）

出典：内閣府『国民経済計算年報』、国立環境研究所地球環境研究
センターＧＩＯデータより環境省作成

環境効率性（ CO2排出量）＝
CO2排出量（全部門）

実質ＧＤＰ
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２．（３）地球温暖化対策推進大綱の概要と目標
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13 出典：環境省資料
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２．（４）家庭における環境効率性 ①推移（CO2排出、ごみ、水）

111.7

108.4

90.4

80
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100

110

120

1990 1995 2000

ごみ 水 ＣＯ２

（1990年度＝100）

出典：内閣府『国民経済計算年報』、国土交通省『日本の水資源』、
環境省『日本の廃棄物処理』等より環境省作成

ごみ指標＝
ごみの総排出量（一般廃棄物排出量）

実質家計消費

水指標 ＝
生活水使用量（有効水量ベース）

実質家計消費

CO2指標＝
CO2排出量（家庭運輸部門、家庭部門）

実質家計消費
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２．（４） ②CO2排出量
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130

1990 1995 2000

環境効率性

家計消費

CO2排出量

（1990年度＝100）

環境効率性（ CO2排出量）＝
CO2排出量（家庭部門、運輸部門（家庭））注

実質家計最終消費

出典：内閣府『国民経済計算年報』、国立環境研究所地球環境研究
センターＧＩＯデータより環境省作成

注：エネルギー起源のCO2排出量



16

２．（４） ③ごみの総排出量

90
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120

1990 1995 2000

環境効率性

家計消費

ごみの排出量

（1990年度＝100）

出典：内閣府『国民経済計算年報』、環境省『日本の廃棄物処理』
より環境省作成

一般廃棄物排出量：事業系一般廃棄物を含む

環境効率性（ ごみの総排出量）＝
ごみの総排出量（一般廃棄物排出量）

実質家計最終消費
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２．（４） ④水道使用量
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環境効率性
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水道使用量

（1990年度＝100）

出典：内閣府『国民経済計算年報』、国土交通省『日本の
水資源』より環境省作成

有効水量ベース：水量について言及する場合に、水道による給水のうち、漏水等によるロスを

除いて、需要者において有効に受け取った段階の水量で表現すること。

環境効率性（ 水道使用量）＝
水道使用量（有効水量ベース）

実質家計最終消費
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３．『循環型社会形成推進基本計画の数値目標』
（１）資源生産性の推移
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（万円／ｔ）

出典：循環型社会形成推進基本計画

資源生産性を平成２２年度において約３９万円／トンとすることを目標とします。
（平成２年度《約２１万円／トン》から概ね倍増、平成１２年度《約２８万円／トン》
から概ね４割向上）

資源生産性＝GDP／天然資源投入量

ª
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３．（２）循環利用率の推移
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（万円／ｔ）

循環利用率を平成２２年において、約１４％とすることを目標とします。
（平成２年度《約８％》から概ね８割向上、平成１２年度《１０％》から概ね４割向上）

循環利用率＝循環利用量／（循環利用量＋天然資源等投入量）

出典：循環型社会形成推進基本計画

ª
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３．（３）最終処分量の推移
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（百万ｔ）

最終処分量を平成２２年において、約２８百万トンとすることを目標とします。
（平成２年度《約１１０百万トン》から概ね７５％減、平成１２年度《約５６百万トン》か
ら概ね半減）

出典：循環型社会形成推進基本計画

ª



21

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

2000年 2010年 2020年

（人）

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
（億円）

市場規模

雇用人数

４．環境ビジネス関係 （１）市場規模・雇用規模の予測

出典：環境省資料

雇用人数（人）

市場規模（億円）

1,236,4391,119,343768,595平成14年

583,762472,266299,444平成14年

2020年（平成32年）2010年（平成22年）2000年（平成12年）調査年

ＯＥＣＤの分類に基づく環境ビジネスの市場規模・雇用規模推計（１５年５月）

環境省の推計によれば、環境ビジネスの市場規模は平成２２年には４７兆円（平成１２年の
３０兆円の約１．６倍）に達する。
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５３０万人雇用創出プログラム（平成１５年）
環境サービス １３０万（Ｈ１２）→１６１万（Ｈ２２）

４．（２）「５３０万人雇用創出プログラム」（概要） 530万人雇用創出促進チーム（座長：島田内
閣府特命顧問）とりまとめ、15年６月



23 出典：『平成15年版環境白書』

５．人口と経済 （１）世界経済の成長と人口の増加

（１）世界の地域別GDP成長推移 （２）世界人口の推移

【経済】近年は、東アジア・大洋州地域、特に中国の経済成長が著しい。
【人口】アジア・アフリカを中心に人口が増加。

2000年に61億人だったものが2020年には25％増の76億人になる見込み。
→ 現在の社会経済システムのもとでは、環境上の制約に突き当たる可能性が高い。
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出典：総務省統計局『国勢調査報告』及び国立社会保障・人口問題
研究所『日本の将来推計人口』（平成14年1月推計）による各年
10月1日現在の推計人口（中位推計値）より環境省作成

５．（２）日本の人口見通し

5

31

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

0

5

10

15

20

25

30

35

65歳以上

15～64歳

0～14歳

65歳以上人口比率

（万人） （％）

（年）

２０２５年の人口は、１９８５年頃とほぼ同程度の約１億２１００万人になると推計されている。た
だし、６５歳以上人口比率は、８５年に１０％だったのが、２９％に上昇すると見込まれている。
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東アジア地域の2020年のGDP（2000年の日本＝100）

出典：国土審議会配付資料
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５．（３）東アジア地域の２０２０年のＧＤＰ

中国・東南アジア諸国の高い経済成長が予測されている。日本との相対関係も変
化する。
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５．（４）日本経済の展望
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６．トピックス （１） モーダルシフト

出典：国土交通省ＨＰ

モーダルシフト化率とは、輸送距離５００ｋｍ以上の雑貨輸送量（産業基礎物資（鉄道にあっては車取扱物）を除く。）のうち、
鉄道または海運により運ばれている輸送量の割合をいう。

（注）

モーダルシフト化率の推移
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６．（２）水素エネルギー

出典：副大臣会議『燃料電池プロジェクトチーム報告書』（14年５月）


